
脱炭素社会の構築に向けた動きについて

1.第 203回国会における菅内閣総理大臣所信表明演説（2020年 10月 26日）一部抜粋
 「我が国は、2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち 2050
年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを、ここに宣言いたします。

もはや、温暖化への対応は経済成長の制約ではありません。積極的に温暖化対策を行うこ

とが、産業構造や経済社会の変革をもたらし、大きな成長につながるという発想の転換が必

要です。

鍵となるのは、次世代型太陽電池、カーボンリサイクルをはじめとした、革新的なイノベ

ーションです。実用化を見据えた研究開発を加速度的に促進します。規制改革などの政策を

総動員し、グリーン投資の更なる普及を進めるとともに、脱炭素社会の実現に向けて、国と

地方で検討を行う新たな場を創設するなど、総力を挙げて取り組みます。環境関連分野のデ

ジタル化により、効率的、効果的にグリーン化を進めていきます。世界のグリーン産業をけ

ん引し、経済と環境の好循環をつくり出してまいります。

省エネルギーを徹底し、再生可能エネルギーを最大限導入するとともに、安全最優先で原

子力政策を進めることで、安定的なエネルギー供給を確立します。長年続けてきた石炭火力

発電に対する政策を抜本的に転換します。」

2. 新たな 2030年目標
2021 年 4 月 22-23 日に開催された米国主催気候サミット（G7）において、菅総理大臣
は、2050年カーボンニュートラルの長期目標と整合的で、野心的な目標として、我が国が、
2030年度において、温室効果ガスの 2013年度からの 46％削減を目指すことを宣言すると
ともに、さらに、50％の高みに向け、挑戦を続けていく決意を表明しました。
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3.「地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律案」概要版
（2021年 3月 2日閣議決定）



4.北海道地球温暖化対策推進計画（第 3次）（2021年 3月策定）一部抜粋


